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：今回工事範囲を示す。

電話番号大阪市東住吉区長居公園1-23 ６７９７-０１９１

本工事は、吊り天井脱落対策に伴う機械設備工事一式を行う。

 1,

 2,

 3,

 4,

 5,

 6,

 7,

 8,

 9,

10,

規制が予想される為、事前に施設側と充分な打合せのうえ施工すること。

本工事は、施設運営中の工事であり、施設営業、諸行事により作業時間、作業場所、工事騒音、その他

工事の着手に先立ち現場調査及び実測を行うこと。その結果、設計図書によることが困難若しくは不都合が生じた場合は、監督職

員に通知すること。

既設建築物及び設備等に傷を付けないよう注意し、万一破損した場合は、速やかに原形復旧すること。

本工事に伴う関係法令、法規による手続きが必要な場合は、速やかに行い、その費用も本工事に含むものとする。

安全対策については、現場の状況に応じて適切な方法を講じること。

受注者は、保護帽を着用のこと。また、腕章・名札等により工事関係者であることを明確にすること。

工事車両駐車場及び資材置き場については、監督職員と協議のうえ決定し、使用後は原状に復旧すること。

車両入場において、施設周辺道路の規制等を順守し、工事車両の進入及び工事に際し近隣住宅、施設利用者

等の安全について充分に注意すること。

別契約の関連する工事との施工時期及び施工の取合い等は、別途契約受注者と充分な打合せを行うこと。

施設等が他受注者と別途契約した工事と、本工事の工事期間が重複する場合においては、それぞれの工事の妨げとなら

ないよう相互に工事上の配慮・協力を行うこと。

 1,

 2,

 3,

使用中の施設で夜間や休日に施工する場合など、工事範囲と工事期間中に施設利用者が使用する範囲が重なる工

事においては、特に安全管理の徹底を図り、以下のような点について留意すること。

高所や天井などに取り付ける資機材については落下の危険性に特に注意すること。

仮囲いなどは容易に開閉ができないようにすること。

作業終了後には、工具や資機材を施設利用者が使用する範囲内に残置しないこと。また、機器、配線、配管等を仮止めや半固定の

状態で残置しないこと。

工事期間中に施設利用者が使用する範囲での施工について ( 注意事項 )
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大阪市立自然史博物館新館　天井改修その他機械設備工事
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特記事項  1, 当施設は駐車スペースが無いものとする。また、資材搬入時及び積み下ろし時は安全管理に努めること。

 2,

 3, 仮設工事をするにあたって、第3者への安全に十分配慮した計画を行い、所轄官公庁への手続きも

遅延なく行うこと。又、その際の費用、原型復旧は請求者の負担とする。

天井改修工事は別途建築工事で行い、仮設足場(別途建築工事)は本工事でも使用する。 4,

事前に施設管理者など関係者と協議をした上で、施工計画書（仮設計画含む）、全体工程表を作成し承諾を得る事。

工事工程については、実施工程表を作成し、施設関係者及び監督職員に承諾を得た上で施工を行うこと。 5,
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機械設備工事特記仕様書(1)
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(一財)大阪建築技術協会

NS

令和 元

機械設備工事特記仕様書（営繕）
１．共通仕様

(１)特記仕様書及び図面に記載されていない事項は国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の公共建築工事標準仕様書(機械

 　設備工事編)平成28年版(以下｢標準仕様書｣という。)､公共建築改修工事標準仕様書(機械設備工事編)平成28年版(以下

「改修標準仕様書｣という。)及び公共建築設備工事標準図(機械設備工事編)平成28年版(以下｢標準図｣という。)による。

(２)工事種目に電気設備工事及び建築工事を含む場合、その仕様はそれぞれの工事仕様書を適用する。

２．特記仕様

(１)各項目の(①１.１.２)は｢標準仕様書｣第１編、第１章、第１節、２項、(改①１.１.２）は、｢改修標準仕様書｣第１編、

　　第１章、第１節、２項、と関連することを示す。

(２)特記事項は、●印がついたものを本工事に適用する。ただし●印のない場合は※印を適用する。

(３)図面に記載された品名･品番等については､品質･形状の程度を示すものであり､使用にあたっては､｢標準仕様書｣(①１.

 　４.２)の項に基づくものとする。

編 項　　　目 特　　　記　　　事　　　項

工事上の注意事項　　　　 １．本工事の施工にあたっては、施設管理者と充分に打合せをおこなう。　　　　　　

２．既設建物及び設備等に損害を与えないように注意し、万が一損傷した場合は速やか

　　に原形復旧を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

監督職員　　　　　　　　 工事請負契約書に規定する本機構監督職員及び本機構より工事監理委託を受けた者とする。

(①１.１.２）　　　　　　

工事実績情報の登録　　　 契約金額(変更含む)が５００万円(税込み)以上の工事について、(財)日本建築情報総合

(①１.１.４）　　　　　　 センターによるコリンズ登録を次に示す期間内に行うこと。　　　　　　　　　　　　

(１)工事受注時　　　 契約締結後　　　１０日以内

(２)登録内容の変更時 変更契約締結後　１０日以内

(３)工事完成時　　　 工事完成後　　　１０日以内

上記期間には、土曜日、日曜日、祝日は含まない。変更時と工事完成時の間が、１０日

に満たない場合は、変更時の提出を省略できるものとする。　　　　　　　　　　　　

書類の書式等　　　　　　

(①１.１.５)　　　　　　 

電気保安技術者　　　　　

(①１.３.２)　　　　　　 

１．受注者は、工事の施工に当たって、「大阪市建設リサイクルガイドライン」（平成

建設リサイクル等　　　　 　30年5月)の記載事項を遵守して、建設副産物の適正な処理及び再生資源の活用を図ら

(①１.３.９)　　　　　　 　なければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　なお、本ガイドラインは、大阪市建設局ホームページを参照すること。　　　　　

　(掲載場所)　　　　　

　トップページ＞産業・ビジネス＞入札契約情報＞各局等入札契約情報＞建設局

　＞入札・契約のお知らせ

２．請負金額（設計変更含む）が 100万円（税込み）以上の工事について、再生資源

　利用計画書（実施書）、再生資源利用促進計画書（実施書）の作成を建設リサイクル

　ガイドラインに基づき行い、電子データを監督職員まで提出する。

本工事で使用する機器及び材料(以下｢機材｣という)は、ＪＩＳ及びこれら公的機関に準建築機械設備工事の使用機

器材の選定について　　　 じる関係機関の規格品・認定品とする。また、別表(工事用対象機器材一覧表(機械設備

工事))に該当する場合は次のいずれかの条件を満たすものによる。　　　　　　　　　(①１.４.２)　　　　　　 

(１)直近の､建築材料･設備機材の品質性能評価事業｢(社)公共建築協会｣により評価を受

(２)大阪市博物館機構の工事において納入実績のある機材（製造者を示す場合はその製

　造品)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

(３)図中に｢グリーン購入適合品｣と記載のあるものは､｢環境物品等の調達の推進等に関

　する法律｣による特定調達物品とする。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(４)上記(１)～(２)以外の機器材は、設計図書に定める品質及び性能が確認できる次表

　の書類を提出し、本機構監督職員の承諾を受ける。　　　　　　　　　　　　　　　　

№ 書　類　名 備　　　　　　　　　　考

設計書に定める品質及び性能が数値等で明記されている資料（汎用品
１ 機器仕様書

はカタログも可能）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務所・営業所等

住所　　　　　　

申請品の生産販売･納入実績(民間･他官公庁)が、別表に示す主要機器
２ 製造者の概要 生産、販売実績　

材は５年以上、その他の機器材は３年以上の期間が確認できる資料　

アフターサービス 納品(工事)場所がアフターサービス地区に含まれていることが確認で

体制　　　　　　 きる資料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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　　別表　　　　　　　　 工事用対象機器材一覧表　（機械設備工事）

適　　用
備　考番　号 分　　類 品　　　　　　　名

主要機器材 その他機器材

特定設備(消防設備配管、空調冷温水･冷却水配
Ｍ－Ａ 弁及び継手類　 ◇

管等)で使用されるもの 　　　　　　　　　　

消火栓及び器具類　　　　　　　　　　　　　 ◇

消火ホース　　　　　　　　　　　　　　　　 ◇

Ｍ－Ｂ 消火装置　　　 不活性ガス系消火設備　　　　　　　　　　　 ◇

スプリンクラー設備　　　　　　　　　　　　 ◇

泡消火設備　　　　　　　　　　　　　　　　 ◇

横型渦巻きポンプ　　　　　　　　　　　　　 ◇

汚水・汚物・排水用水中モーターポンプ　　　 ◇
Ｍ－Ｃ ポンプ類　　　

真空給水ポンプ　　　　　　　　　　　　　　 ◇

消火用ポンプ　　　　　　　　　　　　　　　 ◇

鋼製槽類　　　　　　　　　　　　　　　　　 ◇

ＦＲＰ製一体形タンク　　　　　　　　　　　 ◇
槽並びに　　　

Ｍ－Ｄ ＦＲＰ製パネルタンク　　　　　　　　　　　 ◇
　圧力容器　　

ステンレス鋼製パネルタンク　　　　　　　　 ◇

圧力容器　　　　　　　　　　　　　　　　　 ◇

Ｍ－Ｅ 衛生器具　　　 衛生器具　　　　　　　　　　　　　　　　　 ◇

鋼製品ボイラー(煙管式)　　　　　　　　　　 ◇

鋳鉄製ボイラー　　　　　　　　　　　　　　 ◇

鋼製温水ボイラー(貫流ボイラーは除く)　　　 ◇

真空式温水器(鋼製・鋳鉄製)　　　　　　　　 ◇

熱交換器(円筒多管式)　　　　　　　　　　　 ◇

Ｍ－Ｆ 熱源機器　　　 遠心冷凍機　　　　　　　　　　　　　　　　 ◇

チリングユニット(往復動式･ｽｸﾘｭｰ式･ｽｸﾛｰﾙ式) ◇

スクリュー冷凍機　　　　　　　　　　　　　 ◇

吸収冷凍機　　　　　　　　　　　　　　　　 ◇

ガス直だき吸収冷温水器(小型ﾕﾆｯﾄ型を含む)　 ◇

冷却塔　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ◇

パッケージ形空気調和機　　　　　　　　　　 ◇

ユニット形空気調和機　　　　　　　　　　　 ◇

ファンコイルユニット　　　　　　　　　　　 ◇

電気集じん機(ろ材併用)　　　　　　　　　　 ◇

空調機　　　　 エアフィルター　　　　　　　　　　　　　　 ◇
Ｍ－Ｇ

並びに送風機類 全熱交換器(回転型)　　　　　　　　　　　　 ◇

定・変風量ユニット　　　　　　　　　　　　 ◇

吹出口、吸込口　　　　　　　　　　　　　　 ◇

ダンパー　　　　　　　　　　　　　　　　　 ◇

送風機(遠心式、軸流式、斜流式)　　　　　　 ◇

計装制御並びに 計装、制御機器並びに盤(電気式、電子式)　　 ◇
Ｍ－Ｈ

計測機器類　　 計装、制御機器並びに盤(空気圧式)　　　　　 ◇

厨房機器　　　　　　　　　　　　　　　　　 ◇
Ｍ－Ｉ 厨房機器類　　

グリスフィルター　　　　　　　　　　　　　 ◇

Ｍ－Ｊ その他　　　　 水ろ過装置(プール用(珪藻土式又は砂式))　　 ◇

・主要機器材　：申請品の生産販売・納入実績(民間・他官公庁)が５年ある　　　　　　　　　　　　　　　

・その他機器材：申請品の生産販売・納入実績(民間・他官公庁)が３年ある　　　　　　　　　　　　　　　

・同種類機器類については、原則としてメーカーを統一する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

建物の管理　　　　　　　 工事完成後、本機構への引渡し手続きが完了するまでは、受注者の責任で管理し、これに

要する費用は受注者間で適正な負担を行なう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　けた機材で、納品(工事)場所に納入が可能と記載されている。

編 項　　　目 特　　　記　　　事　　　項

技能士　　　　　　　　　

(①１.５.２）　　　　　　

化学物質の濃度測定　　　

(①１.５.８)　　　　　　

※不要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

完成図　　　　　　　　　

　　　　　・複写図　　　※　２　部(原寸背貼製本)　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　・ＣＡＤデータ※　１　部(但し、ＣＡＤデータを作成した場合)　　　　　

保全に関する資料　　　　

改修若しくはフロンの回収、充填等を行う場合は、第1種特定製品ごとに冷媒漏えい点

検記録簿を作成し提出（電子データ共）すること。

著作権・使用権等　　　　 当該建物において取得する、施工図等の著作権に係わる当該建物に限る使用権は、発注

者に委譲するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

工事用電力･水･ガスその他 本工事に必要な工事用電力･水･ガスの使用料及び諸手続きなどの費用は、すべて受注者

の負担とする。

特定元方事業者の指名　　 ※特定元方事業者等の講ずべき措置については、別途契約の建築工事受注者を労働安全

　衛生法第３０条第２項に基づき指名するので、当該特定元方事業者の措置する事項に

受注者事務所等の設置　　　　　　

(②４.１.１)　　　　　　

他工事との取合い　　　　
工　　事　　内　　容 本 工 事 建築工事 電気工事

(①１.１.７)　　　　　　
梁、床、壁貫通スリーブ入れ（補強鉄筋共）　　　　　 ※

床、壁貫通部の型枠（補強鉄筋共）　　　　　　　　　 ※

施工後の修正はつり及び穴埋め　　　　　　　　　　　 ※ ※

屋内設備　　　　　　　　 ※
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機器のコンクリート基礎　 屋上設備　　　　　　　　 ※

屋外設備　　　　　　　　 ※

機器の架台及びアンカーボルト　　　　　　　　　　　 ※ ※

防護シートによる養生　　　　　　　　　　　　　　　
※

天井開口及び天井点検口（下地の補強共）　　　　　　 ※

外気取り入れガラリ　　　　　　　　　　　　　　　　 ※ －

パッケージ形空気調和機の２次側配管配線及び接地　　
※ －

、操作スイッチ及び渡り配管配線　　　　　　　　　　

換気扇の取付枠　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※

中央監視盤の接地工事　　　　　　　　　　　 － ※

機器付属の制御盤以降の配管配線　　　　　　　　　　 ※ －

機器付属の制御盤への電源供給配管配線　　　　　　　 － ※

自動制御盤への電源供給及ぴ操作回路の渡り配管配線　 － ※

天井吊形ファンコイルユニツト及び全熱交換形換気扇と
－ ※

操作スイッチとの渡り配管配線及び接地　　　　　　　

煙感知器から制御盤を経て防煙ダンパーまでの配管配線 － ※

排煙口と操作箱の渡り配線　　　　　　　　　　　　　 ※ －

電極棒及び電極帯　　　　　　　　　　　　　　　　　 － ※

衛生器具取付補強板　　　　　　　　　　　　　　　　 ※ －

小便器用節水装置の制御盤より小便器への配管配線　　 ※ －

足　　場 ※別途工事　○本工事(図面特記箇所)

(改①２.２.１)　　　　　　

１)足場は、労働安全衛生法その他関係法令等に従い、適切な材料及び構造のもの

　 とし、適切な保守管理を行なうこと。

２)足場を設ける場合には、｢｢手すり先行工法に関するガイドライン｣について｣(厚

　 生労働省　平成21年4月)の｢手すり先行工法等に関するガイドライン｣によるも

　 のとし、足場の組立、解体作業時及び使用時には、常時、すべての作業床につ

　 いて手すり、中さん及び幅木の機能を有するものを設置すること。

３)枠組足場及びくさび緊結式足場の設置においては、｢手すり先行工法による足場の

　 組立等に関する基準｣における2の(2)手すり据置方式又は(3)手すリ先行専用足場

　 方式により行なうこと。

４)外部足場の壁つなぎ材の施工は、撤去後、補修が少ない位置で各階毎に設ける

　 ものとし、壁つなぎ材を撤去した後、現状に復する。

５)メッシュ状養生シート(JIS1類)による養生を行なうこと。

６)足場で使用する工具等には、原則として転落防止用ワイヤー等を取り付けて使

　 用すること。

７)仮設足場周辺にはネットフェンス、バリケード、標識ロープ等により立ち入れ

　 ない様にし、｢きけん｣、｢立入禁止｣等の掲示を行なうこと。

　防護棚　※図面特記箇所(地盤面から足場上部までの高さが10mを超える場合)

１)防護棚が敷地境界線を越える場合には関係各署と打合せの上、届出を行なうこと。

総合調整　　　　　　　　

(②１.３.２)　　　　　　

一般用弁及び栓　　　　　 １　揚程５０ｍ未満のポンプ廻りに取り付ける弁類(逆止弁は除く)及び大気開放形のタ

(②２.２.１)　　　　　　 　　ンク類の排水に使用する弁は、ＪＩＳ５k又ＪＶ５kとする。　　　　　　　　　　

２　給水装置に使用する弁は、ＪＩＳ１０k又ＪＶ１０kとする。　　　　　　　　　　

伸縮管継手　　　　　　　 鋼管用伸縮継手は下記による。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(②２.２.７)　　　　　　

共
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瞬間流量計　　　　　　　 ピトー管式とし、取り付け場所・型式は下記による。　　　　　　　　　　　　　　　

(②２.３.８)　　　　　　

溶接接合　　　　　　　　 溶接部の非破壊検査については、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(②２.５.16)　　　　　　 　※適用しない　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

地中表示用テープ　　　　

及び地中埋設標　　　　　

(②２.７.１)　　　　　　

埋設表示用テープ巾は１５０mmとし、折込率はダブルとする。　　　　　　　　　　　

｢フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律｣にある第1種特定製品を設置、

　協力すること。

編 項　　　目 特　　　記　　　事　　　項

耐圧試験　　　　　　　　 耐圧試験は次の圧力値により行ない、試験結果報告書を監督職員に提出すること。　　

(②２.９.１～５)　　　　

水 圧 試 験

水 圧 試 験

水 圧 試 験

水 圧 試 験

水 圧 試 験

水 圧 試 験

水 圧 試 験

窒素ガス

による気密試験

水 圧 試 験

水 圧 試 験

水 圧 試 験

空気又は窒素ガス

による気密試験

空気又は窒素ガス

による気密試験

☆１　１日の法定冷凍能力が５トン未満の場合、当該機種メーカー標準圧力とする。　

　　　気密試験後は、機器製造者の基準による全系統の高真空蒸発脱水処理を行なうも

　　　のとし、最小保持時間は２時間とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　試験結果報告書には、試験の日付及び開始終了時刻、気温、試験方法、管種、場

　　　所(室名等)、封入ガスの種類、基準及び試験圧力、保持時間を記載する。　　　

☆２　貯蔵容器から選択弁までの配管の試験圧力は４０℃における貯蔵容器内圧力とす

る。ただし、容器弁に圧力調整装置が設けられている場合は、圧力調整装置の最

　　　高圧力装置の最高調整圧力とする。　　　　　 

☆３　貯蔵容器から選択弁までの配管の試験圧力は40℃における貯蔵容器値４.４ＭPa

　　　とする｡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

☆４　最高使用圧力の１.５倍の圧力、ただし最高使用圧力が０.７５ＭＰａ未満の場合

　　　は０.７５ＭＰａとする｡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

☆５　１.７５MPaを１分間加圧後１.０MPaに減圧する。６０分後０.７MPa以上とする。

　　　規定圧力下の場合はその圧力を下げないで再加圧し、６０分後０.８MPa以上とす

　　　る。

☆６　０.７５MPaを３分間加圧し、１０分後０.６MPa以上とする。

保温　　　　　　　　　　 １　「標準仕様書」において、ロックウール保温材、グラスウール保温材及ぴポリスチ

(②３.１.１～６)　　　　 　　レンフォーム保温材が、併記された箇所は、何れを使用してもよい。ただし、給水

　　管・排水管に保温を施す場合は暗渠内(ピット内含む）・屋外露出及び浴室、厨房

共
　
通
　
工
　
事

２　暗渠内（ビット内含む）の給水管の保温。　　　　　　　　　　　　　　　

３　屋外タンクのドレン管から排水弁までは保温を施すこと。　　　　　　　　　　　

４　消火管の屋外露出部分の保温仕様は、給水管屋外露出に準じる。　　　　　　　　

５　屋内露出給排水の保温外装は下記による。　　　　　　　　　　　　　　

　　　※合成樹脂製製カバー１または合成樹脂製カバー２

６　屋外露出給排水・消火管の保温外装は下記による。　　　　　　　　　　　　　　

７　車庫内のダクト及び配管の保温は機械室による。　　　　　　　　　　　　　　　

８　冷媒管の保温外装は下記による。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　［屋内露出］　　　※合成樹脂製カバー１または合成樹脂製カバー２

(１)外装　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

［屋内露出（一般居室、廊下）］　　　　　※塩化ビニル製（浮かし工法）

10　ファンコイルユニット等のドレン管の保温は､給排水設備工事の排水管の項に準ずる｡

11　弁・ストレーナなどの金属製カバー外装種別は、下記による。　　　　　　　　　

(１)屋　内　　　※カラー亜鉛鉄板　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(２)屋　外　　　※ステンレス鋼板　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

12　氷蓄熱配管系統の保温仕様は冷温水管の項に準ずる。　　　　　　　　　　　　　

14　全熱交換形換気扇の外気取入ダクトには保温を行なう。　　　　　　　　　　　　

　　上記13、14で保温を行なう場合の仕様は、｢標準仕様書｣第２編表２.３.２による。

15　排煙ダクト保温不要箇所は、下記による。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

16　消音内貼りの施工箇所は図示によるものとし、詳細は下記による。　　　　　　　

(１)チャンバーの寸法は、外形寸法を示す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(２)ダクト及び消音エルボは、内径寸法を示す。　　　　　　　　　　　　　　　　　

(３)点検口は内貼仕様又は、断熱戸とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

土埋設管の埋戻し土　　　 すべて掘削土を使用する。（公道を除く）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(②４.２.１) 　　　　　 

残土処理　　　　　　　　 ※構内指示の場所に敷きならし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(②４.２.１) 　　　　　 

残土処理は､｢標準仕様書｣(②４.２.１)による他､「大阪市建設リサイクルガイドライン」

｛

　　　１日の法定冷凍能力が５トン以上の場合は「標準仕様書」による。

　　等の多湿箇所はポリスチレンフォーム保温材とする。

９  冷媒管で呼び径４０未満の断熱材被覆銅管を使用する場合

の当該事項による。

　ただし、呼び径９.５以下は、保温材の厚さ８mmとしてもよい。

編 項　　　目 特　　　記　　　事　　　項

耐震措置　　　　　　　　 １　耐震措置の計算及び施工方法は､｢標準仕様書｣､｢標準図｣及び図示以外は､｢建築設備

(③２.１.１) 　　　　　 　　耐震設計･施工指針(国土交通省国土技術政策総合研究所、独立行政法人建築研究所

(⑤２.２.１) 　　　　　 　　監修 2014年版｣による。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(②２.６.１) 　　　　　 

３　下記の設計用水平震度及び鉛直震度により､据付ボルト･アンカーボルトなどの耐震

　　性能を確認し、監督職員の承諾を受ける。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(１)設計用水平震度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般水槽 重要水槽 一般機器 重要機器

上層階・屋上・塔屋 １.５ ２.０ １.５(２.０) ２.０(２.０)

中間階 １.０ １.５ １.０(１.５) １.５(１.５)

１階・地下階 １.０ １.５ ０.６(１.０) １.０(１.０)

　　注）（　　）内の数値は、防振支持の機器の場合を示す。　　　　　　　　　　　

　　上層階・中間層の定義は次のとおりとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・上層階：２～６階建の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、10～12階建

　　　は上層３階、13階建以上の場合は上層４階。　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・中層階:地下階及び1階を除く階、上階層に該当しない階。　　　　　　　　　　

　　なお、重要機器は、下記に示すものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　

(２)鉛直震度は、設計用水平震度の１／２とする。　　　　　　　　　　　　　　　　

(３)機器廻り配管は「標準仕様書」(②２.６.１)によること。　　　　　　　　　　

あと施工アンカー確認　　 ※適用しない。　　　　　　　　　　

試験　　　

改(②５.２.３) 　　　　　 

機器類の能力、容量等　　 機器類の能力、容量等はメーカー別による些少の相違は認める。　　　　　　　　　　

の表示　　　　　　　　　

はつり及び穴開け　　　　 既存のコンクリー卜床・壁などの配管貫通部の穴あけは、原則としてダイヤモンドカッ

ターを使用することとし、作業前に鉄筋の探査を行うこと。なお、復旧はモルタル補修

とする。また、いかなる場合においても柱･梁のはつり及び貫通は行なってはならない。

○配管施工　　　○建築板金施工　　　○熱絶縁施工　　　○冷凍空気調和機器施工　

○要　（施工前、施工後）

　　　　　・測定対象化学物質（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　・測定方法　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　・測定対象室　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　・測定箇所　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　○(　　)部(原寸背貼製本)　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　○(　　)部(Ａ３縮小背貼製本)　　　　　　　　　　　　　

建物管理者への保守に関する説明　※要　　　○不要　　　　　　　　　　　　　　　

　定する措置を講ずべきものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○ ○

○ ○

○

○ ○

○ ○

○ ○

○

○ ○
(本工事による場合)※ﾒｯｼｭｼｰﾄ 　　○(　　　　　　　)

○ ○

○

○

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

　　　　　　　　　○Ｄ種:仮設ゴンドラ　○Ｅ種:移動式足場　○Ｆ種:高所作業車　

　　　　　○不要

　　　　　○室内気流及びじんあいの測定　　　○騒音の測定　　　　　　　　　　　

※ベローズ形　　　○スリーブ形　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　※冷凍機・冷温水機の冷水・冷温水配管　　　※着脱式　　　○固定式　　　　　　

　※冷凍機・冷温水機の冷却水配管　　　　　　※着脱式　　　○固定式　　　　　　

　※ユニット型空気調和機・コンパクト型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　空気調和機の冷温水配管　　　※着脱式　　　○固定式　　　　　　

　※冷温水ヘッダーの各送り管　　　　　　　　※着脱式　　　○固定式　　　　　　

　※冷温水ヘッダーの各返り管　　　　　　　　※着脱式　　　○固定式　　　　　　

着脱式の場合は、指示部を（※１個　○（　）個）備える。　　　　　　　　　　　　

　○適用する　（○放射線透過検査　　　○浸透探傷検査または磁粉探傷検査）　　　

１　給水管　　埋設表示用テープ　　　※要　　　○不要　　　　　　　　　　　　　

　  　　　　　地中埋設標　　　　　　※不要　　○要　　　　　　　　　　　　　　

２　消火管　　埋設表示用テープ　　　※要　　　○不要　　　　　　　　　　　　　

　  　　　　　地中埋設標　　　　　　※不要　　○要　　　　　　　　　　　　　　

※要(※２部　　　　○(　　　)部)　　　　　○不要

　外部足場　種別　※Ａ種:枠組足場及びＢ種:くさび緊結式足場　○Ｃ種:単管本足場

　　　※要　　　○不要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　○溶融アルミニウム－亜鉛鉄板　　　　　　　　　　　　　　

○塩化ビニル製　　　　　　　　　

○アルミ合金製　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　○保温化粧ケース

○溶融亜鉛めっき鋼板製　　　　　　

○ステンレス鋼板製　　　　　　　　

　　　・保温化粧ケースの下部カバーは、　　○要　　　○不要　　　　　　　　　　

［屋外露出及び浴室、厨房等の多湿箇所（厨房の天井内は含まない）］　　　　　　　

○塩化ビニル製　　　　　　　　　

○アルミ合金製　　　　　　　　　　

○溶融亜鉛めっき鋼板製　　　　　　

○溶融アルミニウムー亜鉛鉄板

(２)保温材の厚さ　　　　　　　　　液管　※１０mm　　　ガス管　※１０mm　　　　

　　　　　　　　○ステンレス鋼板　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　○アルミニウム板　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　○溶融アルミニウム－亜鉛鉄板　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　○カラー亜鉛鉄板　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　○アルミニウム板　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　○溶融アルミニウム－亜鉛鉄板　　　　　　　　　　　　　　　　　

13　多湿箇所の換気ダクトの保温　　　※不要　　　○要(　　　　　　　　　　　　)

　　　外気取入用ダクトの保温　　　　※不要　　　○要(　　　　　　　　　　　　)

　　○(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

○構内指示の場所にたい積　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○構外搬出適切処置(マニフェストの写し提出要)　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　※「標準仕様書」による　　　○溶融アルミニウム－亜鉛鉄板

［機械室、書庫、倉庫、車庫］　　　　　　※不要(要所テープ巻)　○ビニルテープ巻

［天井内、パイプシャフト内及び空隙壁内］※不要(要所テープ巻)  ○ビニルテープ巻

［暗渠内（ピット内を含む）］　　　　　　※不要(要所テープ巻)  ○ビニルテープ巻

２　当該建物の耐震安全性の分類は（※一般の施設　　　○特定の施設）とする。　　

　　（受水槽、消火水槽、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

○摘要する　　　（　○性能確認試験　　○施工後確認試験　　）

　試験箇所（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

配管種別 試験圧力 試験方法 保持時間

24時間以上

水 圧 試 験

水 圧 試 験

水 圧 試 験

水 圧 試 験

水 圧 試 験

水 圧 試 験

水 圧 試 験

☆１

☆４

☆５

☆６

○給水配管(給水装置部)　　

○給水配管(器具取付後)　　

○給水配管(ポンプ加圧部)　

○給水配管(タンク下がり部)

○給湯配管　　　　　　　　

○冷温水配管　　　　　　　

○冷却水配管　　　　　　　

〇冷媒配管　　　　　　　　

○消火配管(屋内消火栓)　　

〇消火配管(スプリンクラー)

○消火配管(泡)　　　　　　

○消火配管(不活性ガス)☆２

○消火配管(ﾊﾛｹﾞﾝ化物)☆３

○消火配管(屋外消火栓)　　

○消火配管(連結送水管)　　

○消火配管(連結散水)　　　

○蒸気配管　　　　　　　　

○ブライン管　　　　　　　

○水道配水用ポリエチレン管　　　　　　　

○水道用ポリエチレン二層管　　　　　　　

○

○

○

○

○

1.75 MPa

0.75 MPa

     MPa

     MPa

     MPa

     MPa

     MPa

     MPa

     MPa

     MPa

     MPa

     MPa

     MPa

     MPa

     MPa

     MPa

     MPa

     MPa

     MPa

     MPa

     MPa

 1 分以上

60分以上

60分以上

60分以上

60分以上

60分以上

60分以上

60分以上

60分以上

60分以上

10分以上

10分以上

60分以上

60分以上

60分以上

30分以上

30分以上

60分以上

10分以上

※不要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〇要　　　・原図　　　　※　１　部(原寸)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　※できない　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

構内につくることが　〇できる　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※不要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〇要　　　○風量調整　　　○水量調整（冷温水）　　　○室内外空気の温湿度測定　
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本機構監督職員の指示等による。

地方独立行政法人大阪市博物館機構

大阪市立自然史博物館新館　天井改修その他機械設備工事

○適用する　　　※通用しない

設計時の温湿度条件　　　 場 所 屋内(調整目標値)
屋　　　外

一般事務室

時 期 温度(DB) 湿度(RH) 温度(DB) 湿度(RH) 温度(DB) 湿度(RH)

冬　　季

夏　　季

煙道　　　　　　　　　　 １　材　質　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(③１.１.９)　　　　　　

２　ばいじん量測定口　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　煙道に８０φ以上のフランジ付の測定口を設ける。　　　　　　　　　　　　　　

開放形膨張タンク　　　　

(③１.13.５)　　　　　　

ダクトの種別　　　　　　 １　空気調和用ダクト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(③１.14.１)　　　　　　

２　換気用ダクト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

グリス除去装置　　　　　

空
　
気
　
調
　
和
　
設
　
備
　
工
　
事

(③１.14.８)　　　　　　

排煙口　　　　　　　　　

(③１.15.５)　　　　　　

防煙ダンパー　　　　　　

(③１.15.８)　　　　　　

防火防煙ダンパー　　　　

(③１.15.９)　　　　　　

定風量ユニット　　　　　

・変風量ユニット　　　　

(③１.15.13～14)　　　　

ダクトの工法　　　　　　 １　空気調和用ダクト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(③２.２.１)　　　　　　 　　※アングルフランジ工法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　※コーナーボルト工法（適用範囲は標準仕様書による）　　　　　　　　　　　

２　換気用ダクト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　※アングルフランジ工法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　※コーナーボルト工法（適用範囲は標準仕様書による）　　　　　　　　　　　

ダクトの板厚　　　　　　 厨房排気ダクトの材質及び板厚は下記による。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(③２.２.２.２)　　　　 

板　　　厚
ダクトの長辺

亜鉛鉄板製 ステンレス鋼板製

　 ４５０ｍｍ以下　　　　　　　　　　 ０.６ｍｍ ０.５ｍｍ

　 ４５０ｍｍを超え､１,２００ｍｍ以下 ０.８ｍｍ ０.６ｍｍ

１,２００ｍｍを超え､１,８００ｍｍ以下 １.０ｍｍ ０.８ｍｍ

１,８００ｍｍを超えるもの　　　　　　 １.２ｍｍ ０.８ｍｍ

風量測定口の取付位置　　 ※ユニツト形空気調和機及びコンパクト形空気調和機に接続するダクト　　　　　　　

(③２.２.７.３)　　　　 

予備フィルター　　　　　

シックハウス対策　　　　 換気扇、天井埋込型換気扇のスイッチ上部に「24時間換気」と記したシールを貼り付け

ること。　　　　

　
設
備
工
事

自
動
制
御
　

電線及び電線管　　　　　

(④２.３.１)　　　　　　 ２　特記なき電線管は、PF管（合成樹脂製可とう電線管）の単層管とし隠蔽配管及びコ

　　ンクリート打ち込み配管に使用する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　PF管で配管する場合の配線取出し口は、ボックスを使用する。　　　　　　　　　

１　本工事において使用する電線類は原則としてEM電線・EMケーブルとする。

　　※鋼板製　　　○ステンレス鋼板製(SUS304･板厚は図示による）　　　　　　　　

　　※鋼板製　　　○ステンレス鋼板製(SUS304)　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　※低圧ダクト　　　○高圧１ダクト　　　○高圧２ダクト　　　　　　　　　　　

　　※低圧ダクト　　　○高圧１ダクト　　　○高圧２ダクト　　　　　　　　　　　

グリスフィルター予備　　　※不要　　　○要　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　排煙口の作動　　　○手動　　　（○機械式　○電気式）　　　○煙感知器連動　

２　復帰装置　　　　　○手元復帰式（○機械式　○電気式）　　　○遠方復帰式　　

※遠隔復帰式　　　○手動復帰式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※遠隔復帰式　　　○手動復帰式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○メカニカル形　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○風速センサー形　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 　　(※共板フランジ工法　　　○スライドオンフランジ工法)　　 　　　　　　　　

 　　(※共板フランジ工法　　　○スライドオンフランジ工法)　　 　　　　　　　　

　○亜鉛鉄板製　　　○ステンレス鋼板製　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

〇パッケージ形空気調和機　　　　　　　　　(※１００％　　　○　　　％)　　　　

○ユニット形空気調和機　　　　　　　　　　(※１００％　　　○　　　％)　　　　

○ファンコイルユニット　　　　　　　　　　(※１００％　　　○　　　％)　　　　

○空気清浄装置用エアフィルター　　　　　　(※１００％　　　○　　　％)　　　　

○全熱交換ユニット(エレメントは除く)　　　(※１００％　　　○　　　％)　　　　

℃

℃

％

％

℃

℃

％

％

℃

℃35.3

2.2

％53.1

48.8 ％

共
　
通
　
事
　
項

○労働安全衛生法第３０条第２項に基づき、本工事の受注者を同法第３０条第１項に規

　　［ 屋　外 ］　　　○ステンレス鋼板　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○ステンレス鋼板製　　　　　　　　



工事名称

図面名称

縮　　尺

年度

図面ｻｲｽﾞ: A2

図面番号 No. ( 枚の内)
設
計
事
務
所

工事名称

(一財)大阪建築技術協会

令和 元

機械設備工事特記仕様書(2)

編 項　　　目 特　　　記　　　事　　　項

撤去工事　　　　　　　　 既設建物又はその一部解体に伴い、既存設備を撤去する場合は、下記該当事項による。

１　管の一部を撤去する場合には、既設管に適した方法で完全に閉塞して使用に支障な

　　いようにする。また、給水管の撤去については、残存部分に滞留水がないよう注意

　　する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　ダクト及び配管の支持金物、吊ボルト等は本工事にて撤去する。　　　　　　　　

発生材の処理等　　　　　

(①１.３.９)　　　　　　

上記以外のものは､｢標準仕様書｣(①１.３.９)による｡(マニフェストの写しを提出する 

こと｡)

注：過積戴は、法令及び仕様書等の遵守事項に反する行為であることから、搬出の際に

　　は積載重量を確認し、過積載を起こさないこと。　　　　　　　　　　　　　　　

機器類等の撤去　　　　　 １　一般事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

及び廃材処理　　　　　　 　　｢廃棄物の処理及び清掃に関する法律｣、｢特定家庭用機器再商品化法｣(以下｢家電リ

　　サイクル法｣という｡)及び｢フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律」

　　(以下｢フロン排出抑制法｣という｡)等の関係法令を遵守し、適法適正に廃材処理を

行なう。

２　機器類、設備資材等の撤去及び廃材処理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(１)機器類及び設備資材等の撤去は、「大阪市建設リサイクルガイドライン」(平成30

　　年5月)の記載事項を厳守して、建設副産物の適正な処理及び再生資源の活用を図り、

(２)ルームエアコン、テレビ、冷蔵庫、冷凍庫、洗濯機、衣類乾燥機の家電製品につい

撤
　
去
　
工
　
事

　　ては､家電リサイクル法により適正に処理する｡

　　なお、家電リサイクル券の写しを監督職員に提出する。　　　　　　　　　　　　

(３)再資源化の受け入れ態勢が整っている廃棄物については､分別回収し､再資源化施設

　　への搬入に努める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(４)その他可能な限り分別を行ない、減量化及び再資源化に努める。　　　　　　　　

３　フロン類の回収及び処理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　説明が必要な場合､受注者は､回収依頼書､委託確認書の発行後､決められた期日まで

　　に監督職員が､引取証明書(複写)の受理ができるよう事前に調整すること｡　　　　

　　フロン類の引渡し工程管理にかかる帳票用紙は､受注者側で用意すること｡　　　　

(２)家電リサイクル法が適用される機器は撤去する前にフロン類を室外機ユニットに集

　　める作業(ポンプダウン)を行なう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　ハロンボンベ等の回収及び処理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　ハロゲン化物消火装置のハロンボンベ､移動式ハロン消火器(以下｢ハロンボンべ等｣

　　という。）の撤去。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(１)ハロンボンべ等の撤去または移動は、特定非営利活動法人消防環境ネットワークへ

(２)ハロンボンベ等は撤去し消火装置業者にて適法適切に処理する。　　　　　　　　

(３)ハロンボンベ等の引取書を監督職員に提出する。　　　　　　　　　　　　　　　

　　ただし､ハロンボンベ等を市施設の補充用として再利用する場合は､ハロンボンベな

　　どを撤去回収後､本市指定場所へ引き継ぐ｡　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５　吸収液の回収及び処理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(１)回収業者は、吸収式冷凍機及び直だき吸収冷温水槽等の臭化リチウム液等(以下｢吸

　　収液｣という｡)の回収を回収装置により行ない､適切に処理する。　　　　　　　　

(２)吸収液を再生する場合は引取書を､産業廃棄物処理する場合は､処理証明書を監督職

　　員に提出する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　その他の機器類等で撤去に先立ち､処理などが必要な含有物については､回収し適法

　　適切に処理などを行なう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　配管・機器等の撤去後に不要となる開口は、閉塞し補修を行うこと。

　　産業廃棄物は適正に処理する(マニフェストの写しを提出すること。）

　　届け出た後、行なう。

 アスベスト含有建材の処理（撤去含む）は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の公共建築改修工事標準仕様書（建築

工事編）平成28年版によるほか、以下のとおりとする。

編 項　　目 特　記　事　項

１．建材中のアスベスト含有調査（施工調査）一般事項

　※ 不要

　当該工事にかかるアスベスト含有建材の有無について、分析によるアスベスト含有

の調査は下表による。ただし、事前調査の実施において、目視確認等でアスベスト

含有の有無が判明した場合は、監督職員の指示による。

分析は厚生労働省通達H26.3.31付基安発0331 第31号「建材中の石綿含有率

分析方法について」に基づく分析を行う。

２．アスベスト含有建材の処理（撤去含む）

　※ 不要

　○ 要（下表による。）

環
　
境
　
配
　
慮
　
改
　
修
　
工
　
事

除去工事 調査結果の掲示
　注)

共通事項  アスベスト含有の有無について調査した結果は、作業開始までに　 石綿

に関する事前調査の結果を現場に掲示する。なお、平成18年9月1日以後に

設置工事に着手した建築物等又は改造若しくは補修工事に着手した部分で、

アスベスト含有建材の使用のないことが明らかな解体等（解体、改造、改修を

伴う)工事であっても、建築物等の敷地内の公衆の見やすい場所にアスベスト
　注)含有建材の使用が無いことを掲示する。　　様式は大阪市ホームページを参照する。

アスベスト含有成形板 １.作業者は、防じんマスク、保護メガネ及び作業衣を着用する。

の撤去 ２.建物内部で撤去作業を行う場合は、外部建具を閉鎖するとともに、ガラ

 スの破損個所又は換気扇枠等で粉じんが外部に飛散するおそれがある箇所

 をビニールシート等で塞ぐものとする。

３.成形板の除去を行う場合は、粉じんが飛散しないよう湿潤化を行い、

原則として手ばらしで行う。

４.アンカーボルト等設置のため成形板の穴あけを行う場合は、粉じんが

飛散しないように湿潤化を行い作業する。

５.撤去作業後、アスベスト含有成形板の破片、破断粉及び作業衣等に付着

 した粉じんが残存しないよう、真空掃除機等により、清掃及び後片付けを

 十分に行う。

６.処分先

　　アスベスト含有せっこうボード

　　　※ 管理型最終処分場で埋立処分　 

　　アスベスト含有せっこうボード以外

　　　※ 石綿含有産業廃棄物として安定型最終処分場で埋立処分

　外壁等のアスベスト含有 　１．既設建物の外壁等に施工されている仕上げ塗材にはアスベストが含有されている

　仕上げ塗材の処理 　　　恐れがあるため、以下のとおり処理を行うこと。

　　(1) アンカーボルト設置を行う場合は、集じん装置付きハンマードリルを使用する。

　　(2) ダイヤ貫通を行う場合は、集じん装置付きディスクグラインダーを使用し、

　　　　事前にダイヤ貫通を行う範囲の仕上げ塗材及び下地材の除去を行う。

　　(3) 除去を行った仕上げ塗材及び下地材は、特別管理型産業廃棄物(廃石綿)として

　　　　適切に処分を行う。

　２．作業者は防塵マスク、保護メガネ及び作業衣を着用すること。

撮　影　箇　所

編 項　　目 特　記　事　項

一般事項　　　　　　　　

(①１.２.２.４.(ｄ))　　 (１)工事の写真はこの要領に基づき撮影すること。　　　　　　　　　　　　　　　　

(２)工事対象部分との取り合い上、着手前の現況を必要とする場合はこれを撮影する。

(３)現場代理人は監督職員と充分打ち合わせを行い、撮影時期を逸しないようにする。

写真の撮り方　　　　　　 １　撮影箇所は原則として工事完成後容易に確認できない部分とし、撮影はカラー撮影

　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　工事写真の整理上必要な場合は黒板などを設置し、黒板には必要に応じて施工場所

　　、内容を記入の上これを写しこむ。（付図１に参考例を示す）　　　　　　　　　

３　給水管や消火管などで地中埋設深さなど、被写体の寸法、位置の明示が必要な場合

　　は、スケールなどを利用して被写体と同時に撮影し、確実に判定できるように撮影

　　すること。（付図２に参考例を示す）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

撮影要領　　　　　　　　 各工程の撮影要領は、次表に示すとおりとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　

工　事　内　容 撮　影　の　ポ　イ　ン　ト

給水本管分岐工事　　　　　　　　　 本管分岐部分　　　 
管の材質、口径、継手及び埋設深度など　　　

　　　　　　　　　　　　(撤去工事) 引込延長部分　　　 

下水接続工事　　　　　　　　　　　 本管接続工事　　　 
管の材質、口径、継手及び埋設深度など　　　

　　　　　　　　　　　　(撤去工事) 延長部分　　　　　 

管の材質、口径、継手など　　　　　　　　　
敷地内埋設部分　　 

防食処理後はその仕上がり状況　　　　　　　
(給水管.消火管など)

埋設表示テープの設置位置　　　　　　　　　

敷地内埋設部分　　 管の材質、口径、継手など　　　　　　　　　

　　　　　 (排水管) 管路の敷設状況　　　　　　　　　　　　　　

土中障害物　　　　 形状、寸法、位置　　　　　　　　　　　　　
配管工事　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　 (撤去) 処理状況、処理後の状況　　　　　　　　　　

管の材質、口径、継手など　　　　　　　　　
屋外露出配管　　　 

保温処理後はその仕上がり状況　　　　　　　

不等沈下対策部分　 フレキシブルジョイントと建物との関係　　　

工
　
事
　
写
　
真
　
撮
　
影
　
要
　
領

管の材質、口径、継手、勾記、支持金物と建物

屋内配管　　　　　 （天井、床など）との納まり　　　　　　　　

保温処理後はその仕上がり状況　　　　　　　

地中貫通部分　　　 管とスリーブとの納まり状況　　　　　　　　

防水工事前の収まり状況　　　　　　　　　　
防水層貫通部分　　 

建物貫通工事　　　　　　　　　　　 防水工事後の収まり状況　　　　　　　　　　

　　　　　(必要により両面から撮影) 管又はダクトとスリーブとの隙間の処理状況　
防火区画貫通部分　 

管又はダクトの貫通前後の耐火被覆処理状況　

耐火処理材工事　　 耐火処理材の取り付け状況　　　　　　　　　

はつり貫通工事 鉄筋探査状況

掘削施工状況　　　　　　　　　　　　　　　
会所枡類　　　　　 

会所据付状況　　　　　　　　　　　　　　　

基礎のアンカーボルト（接着系アンカー含む

）の材料（形状、寸法、員数）　　　　　

基礎へのアンカーボルト（接着系アンカー含む

）の施工（穿孔穴の径・深さ・清掃、アンカー機器類据付工事　　　　　　　　　　 機　器　　　　　　 

ボルトの埋設深さ）

重量機器の搬入状況　　　　　　　　　　　　

据付、組立て状況　　　　　　　　　　　　　

掘削施工状況　　　　　　　　　　　　　　　
地中埋設機器 　　　

機器据付状況　　　　　　　　　　　　　　　

配管敷設状況　　　　　　　　　　　　　　　
電気設備工事　　　　　　　　　　　

電気設備工事 　　　 ボックス内電線接続状況　　　　　　　　　　
(電気工事との範囲が分かるよう撮影)

盤引き下げ配管廻り　　　　　　　　　　　　

試験調整　　　　　　　　　　　　　 試験箇所　　　　　 試験の実施状況　　　　　　　　　　　　　　

集積場　　　　　　 集積・分別状況（監督職員の指示による）　　

産業廃棄物および現場発生材処理　　 積　込 　　　　　　 搬出状況　　　（監督職員の指示による）　　

積　降 　　　　　　 廃棄状況　　　（監督職員の指示による）　　

　注) 上記の他、特に監督職員の指示する場合は撮影を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

災害時の撮影　　　　　　 １　工事現場で､災害､事故が発生した場合は､早急に被害状況を撮影し､速やかに監督職

　　員に報告する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

写真の整理　　　　　　　 １　撮影したフィルムは､速やかに現像､焼付を行う。焼付サイズは､83ｍｍ×117ｍｍ以

　　上とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　写真は､フリーアルバム(Ａ４サイズ)などに貼付けて､１部作成する｡また､必要に応

　　じて説明書を添付しておく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　デジタルカメラで撮影した場合は､サイズは83ｍｍ×117ｍｍ以上でアルバム整理し

　　たものを提出する。用紙は原則としてA4コピー用紙とする。　　　　　　　　　　

４　アルバムの表紙には､工事名称を記入し､背表紙には完成年度､工事名称を明記する｡

　　（付図３参照）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５　整理した写真は､監督職員が指示する時期に提出する｡　　　　　　　　　　　　　

１　｢標準仕様書｣によるほか、下記によるものとする。

・引渡しを要するもの　　　※なし　　　○あり(　　　　　　　　　　　　　　　　)

・再資源化を図るもの　　　※なし　　　○あり(　　　　　　　　　　　　　　　　)

・特別管理産業廃棄物　　　※なし　　　○あり(　　                      　　　)

　　　※必要　　　○必要でない(設置されていないことが明らかである)。　　　　　

　○ 要

　　　○ 設置許可溶解処分場で溶解処理

　　　○ 認定無害化処理施設で無害化処理

　　　今回工事　　　※不要　　　○必要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

材料名 撤去範囲

場所・材料名 調査方法・箇所数

※定性分析　（　　　　）箇所

○定量分析　（　　　　）箇所

※定性分析　（　　　　）箇所

○定量分析　（　　　　）箇所

※定性分析　（　　　　）箇所

○定量分析　（　　　　）箇所
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工事名称

図面名称

縮　　尺

年度

図面ｻｲｽﾞ: A2

図面番号 No. ( 枚の内)
設
計
事
務
所

工事名称

(一財)大阪建築技術協会

令和 元

機械設備工事特記仕様書(3)・凡例表

配 管 材 料（図面特記部分は除く） 機  器  類  記  号 図　示　記　号

種　別 記　号 備　考 種　別 記　号 備　考 空 気 調 和 配 管 継 手 類 衛 生 器 具 類

CD VJS又はVJRボイラ－ B 送風機 F 冷却水送り管 防振継手 S：ステンレス製 水　栓 給水栓

CDR蒸気ボイラ－ BS 送風機（給気） FS 冷却水還り管 R：合成ゴム製 給湯栓

C FJS又はFJR温水ボイラ－ BH 送風機（排気） FE 冷水送り管 可とう継手 S：ステンレス製 混合栓

CR給湯ボイラ－ 送風機（還気） FR 冷水還り管 R：合成ゴム製 洗浄弁BHW

CH EJS又はEJD真空式温水機 BV 送風機（外気） F0 冷温水送り管 伸縮継手 S：単式 ボ－ルタップ

CHR送風機（排煙） FSM 冷温水還り管 D：複式 量水器 M

H冷凍機 R 温水送り管 リフト継手 シャワ－

HRチリングユニット RR 換気扇 VF 温水還り管 散水栓

Sスクリュ－冷凍機 RS 天井付換気扇 VFC 蒸気送り管 床上掃除口 C0A：非防水型

SR吸収冷凍機 RA 蒸気還り管 C0B：防水型

Rポンプ P 冷媒管 床排水トラップ T5A：非防水型床排水

Eヒ－トポンプユニット HP 冷却水ポンプ PCD 膨張管 ダ ク ト 類 T5B：防水型床排水

D SAスクリュ－ヒ－トポンプ HPS 冷温水ポンプ PCH ドレン管 ダクト SA：給気 T14A：ステンレス流し用

往復動ヒ－トポンプ HPR 冷水ポンプ PC 0A：外気 T14B：人研流し用

温水ポンプ PH RA：還気 共栓付 T5At：非防水型床排水

直だき吸収冷温水機 RH 揚水ポンプ EA：排気 排水トラップ T5Bt：防水型床排水PW

揚水ポンプユニット SM：排煙 T14At：ステンレス流し用PWU

消火ポンプ PF ダクト断面 SA：給気 T14Bt：人研流し用

パッケ－ジ形空気調和機 ACP 消火ポンプユニット PFU （給気・外気） 0A：外気 洗濯機用 T5A-W：非防水

給湯ポンプ ダクト断面 RA：還気 床トラップPHW T5AB-W：防水型

ル－ムエアコン ACR 排水ポンプ PD （還気・排気） EA：排気 排水金物 D：D金具

ダクト断面 SM：排煙 （目皿） C：C金具

冷却塔 CT タンク T （排煙） 共栓付排水 Dt：D金具

受水タンク 壁付吹出口 金具（目皿） Ct：C金具TW

ユニット形空気調和機 ACU 高置タンク 通気口 VC：露出型TWH

貯湯タンク（横形） 壁付吸込口 （ベントキャップ） VB：埋込型THW

コンパクト形空気調和機 ACC 貯湯タンク（立形） 防虫網 VS：ステンレス製TVW

給湯用補給水タンク 天井付吹出口 排水桝TWS

ファンコイルユニット FCU 膨張タンク TEX 別途工事

消火タンク TF 天井付吸込口 汚水桝

T空気清浄装置 AF 消火用充水タンク TFS トラップ桝

GTノズル型吹出口 グリ－ストラップ

DT熱交換器 HE ガス湯沸器 WHG ドラムトラップ

全熱交換器（回転形） HEAR 壁付排煙口

全熱交換器（静止形） HEA 電気温水器 WHE

全熱交換器ユニット HEU 天井付排煙口

全熱交換換気扇 HEX 水ろ過装置 WF 消 火 器 具 類

排煙用手動 屋内消火栓 単独型（箱共）

ヘッダ－ H 開放装置 総合型（箱共）

冷水ヘッダ－（往） HCS たわみ継手 併設型（箱型）

2冷水ヘッダ－（還） HCR ガイドベ－ン 屋内2号消火栓

温水ヘッダ－（往） HHS

温水ヘッダ－（還） HHR 消音内貼部 放水口 箱共

冷温水ヘッダ－（往） HCHS 放水口・放水用

冷温水ヘッダ－（還） HCHR ダンパ－ VD：風量調節 器具格納箱
FD

蒸気ヘッダ－ HS FD：防火　72℃ 屋外消火栓 箱共H

エア－抜きヘッダ－ HA HFD：防火　280℃ 送水口 双口

MD：モ－タ－ 単口
FD

SD：防煙 双口スタンド形

SMD：排煙 スプリンクラ－ヘッド

SFD：防火防煙 泡ヘッド

CD：逆流防止 火災感知用ヘッド

PD：ピストン アラ－ム弁

フレキシブルダクト 手動起動装置

MCAV定風量ユニット モ－タ－サイレン

S補助散水栓

VAV変風量ユニット

採水口 双口

単口

自 動 制 御

T温度検出器 室内用

T 配管、ダクト用

H湿度検出器 室内用

H ダクト用

配線 隠ぺい

露出

プルボックス

RFV

HV

一般

一般

一般

( )

( )

( )

( )

( )

)

( )

( )

〇 硬質ポリ塩化ビニル管

〇 ﾘｻｲｸﾙ硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ発泡三層管

〇 保温材付硬質ポリ塩化ビニル管

〇 圧力配管用炭素鋼鋼管（黒管Sch40）

〇 圧力配管用炭素鋼鋼管（黒管Sch40）

〇 配管用炭素鋼鋼管（黒管）

〇 断熱材被覆銅管

〇 硬質塩化ビニルライニング鋼管(内面)

〇 配管用炭素鋼鋼管（白管）

〇 一般配管用ステンレス鋼鋼管

　 （JIS G 3448）

○ 配管用炭素鋼鋼管（白管）

空調用排水

蒸気還

蒸気給気

冷温水

冷却水

冷媒

一般

一般

一般

(

G

SUS

G

VA

CU

G

S

低圧

高圧

S

V (30mm以下)

(40mm以上)

(50mm以下)

用　途 施工箇所 配　管　材　料 記 号 備　考

配管撤去その他

既設管

既設管撤去

既設管放棄

工事中設管

(　　)

《　　》

給 水 ・ 給 湯 配 管

給水管

給水鋳鉄管

給湯送り管

給湯返り管

膨張管 E

弁 計 器 類

弁 GV：仕切弁
GV

BV：バタフライ弁

SV：玉形弁

BAV：ボ－ル弁

CV逆止弁

CKコック

安全弁

減圧弁
R

電磁弁
S

電動二方弁
M

電動三方弁 M

自動エア抜き弁 A

埋設弁

ストレ－ナ－ S

T蒸気トラップ

計器類 P：圧力計

C：連成計
P

W：水高計

T：温度計

F：瞬間流量計

地中埋設標 鉄製

コンクリ－ト製

消 火 配 管

X消火栓管

XS連結送水管

XB連結散水管

SPスプリンクラ－管

WS水噴霧消火管

F泡消火管

DC粉末消火管

二酸化炭素消火管 C 0 2

排 水 配 管

排水管

排水鋳鉄管

通気管

D

P

T

B

直結加圧給水管

圧送給水管

タンク下がり給水管

直結加圧給水管

揚水管

一般

一般

一般

一般

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

〇 圧力配管用炭素鋼鋼管（白管Sch80）

〇 配管用炭素鋼鋼管（白管）

〇 硬質塩化ビニル外面被覆鋼管(白管Sch40)

○ 硬質塩化ビニル外面被覆鋼管

〇 圧力配管用炭素鋼鋼管（白管Sch40）

○ 配管用炭素鋼鋼管（白管）

〇 排水用硬質ポリ塩化ビニル耐火二層管

〇 耐火性硬質ポリ塩化ビニル管

〇 ﾘｻｲｸﾙ硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ発泡三層管

〇 硬質ポリ塩化ビニル管（一般管）

〇 配管用炭素鋼鋼管（白管）

〇 耐熱性硬質ポリ塩化ビニル管

〇 硬質ポリ塩化ビニル管（薄肉管）

〇 排水用硬質ポリ塩化ビニル耐火二層管

〇 ﾘｻｲｸﾙ硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ三層管

〇 コンクリ－ト管

〇 鉛管

〇 排水用鋳鉄管

〇 排水用ノンタールエポキシ塗装鋼管

〇 耐火性硬質ポリ塩化ビニル管

〇 ﾘｻｲｸﾙ硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ発泡三層管

〇 硬質ポリ塩化ビニル管（一般管）

〇 配管用炭素鋼鋼管（白管）

〇 耐熱性硬質塩化ビニルライニング鋼管

〇 被覆銅管（20mm以下）

〇 保温付被覆銅管（50mm以下）

〇 銅管

〇 水道配水用ポリエチレン管

　 (JWWA K 144)

　 (JIS K 6762)

〇 水道用ポリエチレンニ層管

〇 水道用硬質ポリ塩化ビニル管

〇 水道用ダクタイル鋳鉄管

○ 水道用耐衝撃性硬質ポリ塩化ビニル管

〇 硬質塩化ビニルライニング鋼管(内外面)

〇 硬質塩化ビニルライニング鋼管(内面）

排水

消火

泡消火

二酸化炭

素消火

給湯

給水

(50mm以下)

ﾒｶﾆｶﾙ継手

(75mm以上)

電気溶着継手

P

PE

V

CI

HI

VD

VA

CU

CU

CU

HVA

DVA

G

V

RFV

TV

TA

(30mm以下)

(40mm以上)

(40mm以上)

L

CI

H

RSVU

TF

VU

HTV

G

V

RFV

TV

TF

G

S

VS

SVS

G

S

(30mm以下)

(40mm以上)

(40mm以上)

通気

〇 排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管

( )

○ 配管用炭素鋼鋼管（白管）

〇 耐火性硬質ポリ塩化ビニル管 (40mm以上)TV

G

V (30mm以下)〇 硬質ポリ塩化ビニル管(カラーVP)屋外露出(屋上を除く)

水道引込・埋設

埋設
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1. 耐　震　支　持　取　付　間　隔

2. 耐　震　支　持　製　作　要　領

工事名称

図面名称 耐震支持　特記事項 図面ｻｲｽﾞ: A2

縮　　尺 　　　　　　－ 図面番号 No. 5 枚の内)
設
計
事 (一財)大阪建築技術協会
務
所

凡例

耐震支持吊金物

【 特 記 事 項 】

・撤去新設を行う配管及びダクトの吊り金物及び耐震支持は、下図1.耐震支持間隔、2.耐震支持製作要領および、「建築設備耐震設計・施工指針2014年版」による。また、既

・グラスウールダクトは、JISA9504（人造鉱物繊維保温材）のグラスウールによるものとし、厚さ25㎜、　密度60kg/m3以上の平滑・堅牢な積層板（長方形ダクト等）または、

　円筒形（円形ダクト用）のもので、　外面をガラス糸で補強されたアルミ箔で被覆したものとする。また、ダクトの構成部材については、JISA4009該当品とする。

　(参考：グラスウールダクト 1.8kg/m2)

　設部については、同仕様で耐震支持を追加する。

イ部

ロ部

(
 H
 
)

( L )

a材

a材

a材：山形鋼又は溝形鋼

ｳｪﾌﾞｶｯﾄ折曲げのうえ突合せ溶接

躯体取付けｱﾝｶｰ1本以上

a材：山形鋼又は溝形鋼

ｶﾞｾｯﾄ・ﾌﾟﾚｰﾄ
a材の板厚以上

L

1.2L以上

1
.
2
L
以
上

a材

全周すみ肉溶接

ロ部詳細図

イ部詳細図

12,000 12,000

3,6001,2003,6003,6003,6001,2003,6003,6003,600

12,000 12,000

2,000以内

主ダクト末端

主ダクト末端

2,000以内

1-1. 配管支持方法（鋼管）

6,000 6,000 6,000 6,000

2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

主ダクト末端

2,000以内

2,000

9,000 9,000 9,000

3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

主ダクト末端

2,000以内

3,000

1-2. ダクト支持方法

1-2-2. 既設ダクト対応（建築設備耐震指針・施工指針　横引きダクト）

　　　　耐震支持：12m以内（ダクト周長1m以下不要）　主ダクト末端2m以内

1-2-1. 撤去新設ダクト対応（建築設備耐震指針・施工指針　横引きダクト）

1-1-2. 撤去新設配管対応（建築設備耐震指針・施工指針　125A以上の場合）

　　　　耐震支持：6m以内　主配管末端2m以内

　　　　耐震支持：9m以内加　主配管末端2m以内

1-1-1. 撤去新設配管対応（建築設備耐震指針・施工指針　50A～100Aの場合）

　　　　耐震支持：12m以内に1ヶ所追加（ダクト周長1m以下不要）　主ダクト末端2m以内

(　 10

全　体　架　構　図　(屋根S造の場合)

全　体　架　構　図　(屋根RC造の場合)

W × H

空調ﾀﾞｸﾄ

4-M16×60
(PW×2,SW,NUT)

L

a材

4-M16×60
(PW×2,SW,NUT)

H

設備架台用受材
(別途建築工事)

a材a材 a材

(PW×2,SW,NUT)
設備架台用受材
(別途建築工事)

空調ﾀﾞｸﾄ

4-M16×60

年度令和 元

地方独立行政法人大阪市博物館機構
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ネイチャーホール

40

SA 735 ｍ /ｈ

BOX 500×500×400

制気口リスト

（内貼り25ｔ）

3

11SUS金網

RA 2030 ｍ /ｈ

600×400

ネイチャーホール

ネイチャーホール

SUS金網

排煙用

3

（既設）

850×500 5 （既設）

（BOXは新設）

（既設ノズルは清掃のうえ再取付）ﾉｽﾞﾙ 250φ

搬入室

収納庫
ｽﾗｲﾃﾞｨﾝｸﾞｳｫｰﾙ

ネイチャーホール

空調機械室

E
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,
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5
,
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,
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X8 X9 X10 X11 X12 X13

5,6005,6005,600 5,600 5,600

工事名称

図面名称

縮　　尺 図面番号

図面サイズ：Ａ２

令和　元年度

1：100

事
計
設

務
所

（　　　枚の内）

(一財)大阪建築技術協会

No.　6 10

ダクト設備　ネイチャーホール平面図（改修）

X9 X10 X11 X12 X13

5,6005,6005,600

柱型

C
H
=
7
,
0
0
0

2
,
2
0
0

5,600

ﾈｲﾁｬｰﾎｰﾙ平面図 （改修） 　　 1:100

ダクト設備

ﾈｲﾁｬｰﾎｰﾙ ＡーＡ断面図 （改修） 　 1:100

ダクト設備

凡　例（改修）

既設ダクトに接続

保温付フレキシブルダクト

改修ダクト

既設ダクト

１．改修ダクトは別途建築天井改修に伴う天井補強用ブレース等を避けて施工すること。

　　　また、補強用ブレース等の位置については別途建築工事と協議、確認を行うこと。

注　記

２．吹出口とボックス間のネックダクトは保温を行うこと。

３．改修する天井内のダクト及びボックスは全て黒色塗装仕上とする。

地方独立行政法人大阪市博物館機構
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搬入室

収納庫
ｽﾗｲﾃﾞｨﾝｸﾞｳｫｰﾙ

ネイチャーホール

空調機械室
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工事名称

図面名称

縮　　尺 図面番号

図面サイズ：Ａ２

令和　元年度

1：100

事
計
設

務
所

（　　　枚の内）

(一財)大阪建築技術協会

No.　7 10

ダクト設備　ネイチャーホール平面図（耐震支持）

ﾈｲﾁｬｰﾎｰﾙ平面図 （耐震支持） 　　 1:100

ダクト設備

記号 ダクト重量範囲

耐震支持材リスト

（kN以下）

支持材寸法
Ｌ Ｈ

部材仕様

ａ材
Ａ

Ｂ

Ｃ

2.5 450 940 L-50×50×6

１．上記支持材寸法については、参考寸法とし、設置寸法は現場実測の上決定するものとする。

　　又、出来る限り寸法については最小寸法とすること。尚、記載の無い支持については

　　「建築設備耐震設計・施工指針２０１４年版」を参照すること。

D

E

F

2.5 450 960

2.5 480 1130

2.5 830 1025

5.0 1050 1185

5.0 1050 1260

L-65×65×6

L-65×65×6
[ 75×40×5×7

Ａ

Ｄ Ｅ

Ｆ

[ 75×40×5×7

２．耐震支持金物は全て黒色塗装仕上とする。

注　記

Ｃ

Ａ

ＢＢ

備　考
スラブ固定

アンカー

M10

L-50×50×6 M10

M12

M8

2-M10

2-M10

地方独立行政法人大阪市博物館機構
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RA 排煙 SA

(φ400)

ダクト落下防止受鋼材
（別途建築工事）

ダクト落下防止受鋼材
（別途建築工事）

(SMD)

(
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0×
65

0)

(750×650)

(850×500)
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（撤去）

制気口リスト

ネイチャーホール

40
ﾉｽﾞﾙ

SA 735 ｍ /ｈ

250φ

BOX 500×500×400

（内貼り25ｔ）

3

11SUS金網

RA 2030 ｍ /ｈ

600×400

ネイチャーホール

ネイチャーホール

SUS金網

排煙用

3

（既設存置）

850×500 5 （既設存置）

（BOXは撤去）

搬入室

収納庫
ｽﾗｲﾃﾞｨﾝｸﾞｳｫｰﾙ

ネイチャーホール

空調機械室
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5
,
8
0
0

5
,
8
0
0

X8 X9 X10 X11 X12 X13

5,6005,6005,600 5,600 5,600

工事名称

図面名称

縮　　尺 図面番号

図面サイズ：Ａ２

令和　元年度

1：100

事
計
設

務
所

（　　　枚の内）

(一財)大阪建築技術協会

No.　8 10

ダクト設備　ネイチャーホール平面図（現況・撤去）

X9 X10 X11 X12 X13

5,6005,6005,600

柱型

C
H
=
7
,
0
0
0

2
,
2
0
0

5,600

ﾈｲﾁｬｰﾎｰﾙ平面図 （現況・撤去） 　　 1:100

ダクト設備

ﾈｲﾁｬｰﾎｰﾙ ＡーＡ断面図 （現況・撤去） 　 1:100

ダクト設備

凡　例（撤去）

既設ダクト切断

保温付フレキシブルダクト

ダクト撤去範囲

地方独立行政法人大阪市博物館機構
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仮設計画配置図　　1/800

〔凡　　例〕

Ｎ

公園内道路

公道

公園内道路

公道

5,600

Ｂ

6.
85

Y1

Y4
Y5

Y1
0

Y1
4

YL
Y1
4

X8 X12

X13

1 18

L

A

X7

X4

X1

25,300

22,800
48,100

ホイストによる搬入経路（仮設材共）

レッカーによる搬入経路

温室 温室 倉庫

資材

車庫

Ｂ

廃材置場

荷上げ用足場

倉庫
ゴミ ゴミ

3.6

7.
2

施設警備員
控室（移設） 仮設事務所

兼監督員詰所

テ
ン
ト

フェンスバリケード

１

２

１

２

３

４

※レッカーは20ｔラフタークレーンを想定

工事用作業車
ｘ3台

☆

☆

工事用作業車ｘ3台

　：今回改修対象建物を示す

（自然史博物館）

レッカーによる搬入経路、作業員動線

・第三展示場屋根防水改修工事（仮設材共）

作業員動線

工事車両進入（資材搬入・搬出）経路　※4ｔ車以下通行可

仮設枠組足場Ｗ＝900

フェンスバリケードＨ＝1800全面養生シートⅡ類張り

・ネイチャーホール天井及び屋根

・ネイチャーホール天井材

・ネイチャーホール屋根材

４
３

工事用進入路

Ｐ
一般者用有料駐車場

☆

★

※工事用作業車駐車箇所は
　イベント等で確保できない場合があるため
　施設管理者と協議すること。

☆
★

※場内警備員及び検定合格警備員は、先行工事終了後１ヶ月間、当該工事で配置する。

場内警備員（先行工事終了後継続配置　常駐3名）

検定合格警備員（先行工事終了後継続配置　常駐1名）

6
3
,
8
0
0

工事名称

図面名称

縮　　尺 図面番号

図面サイズ：Ａ２

令和　元年度

1：800

事
計
設

務
所

（　　　枚の内）

(一財)大阪建築技術協会

No.　9 10

仮設計画図（１）[参考図]

地方独立行政法人大阪市博物館機構

特 記 事 項

・本図は別途建築工事の仮設計画図につき、本工事の施工に伴う参考図とする。

・仮設足場(別途建築工事)は本工事でも使用する。

・機器及び資材等の搬入は仮設計画図の搬入経路を遵守し、施設管理者及び監督職員と協議のうえ搬入計画書を作成

　し行うこと。
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5,6005,6005,6005,600

X8 X13X12X11X10X9

ステージ詳細図　1:60

Ｎ

スライディングウォール
クロス張替え時に存置

資材搬入口

ネイチャーホール

ネイチャーホール平面図　　1/100

脚部詳細図　1:20

914914914

1,
72
5

1,
72
5

1,
72

5

方杖単管
（φ48.6）

鳥居型枠（W＝914）

鋼製足場板全面敷（番線固定）
建地単管
（1.0ｍ）

※図は単管製を示す（枠組用手摺柱でも可）

鋼製布板（W＝500）

鋼製布板（W＝240）

単管手摺（２段）＋巾木
手摺りH=900、中さんH=450

自在クランプ

ころばし単管
（φ48.6）

自在クランプ

単管筋違
（φ48.6）

（φ48.6）
水平つなぎ単管 H=

7,
20

0

▽　FL

仮設資機材一覧（参考）

1台

2本・消火器　10型　　　　　　：

・ベビーウインチ　200㎏　 ： 1台

・送風機　300Φ　　　 　　：

・送風機　ダクト　300Φ　 ：   　30ｍ

・発電機　75kva　　 　　　：     1台

・防火シート　溶接工事対応：　　525㎡

根がらみ単管
（φ48.6）

Ａ－７５２

ジャッキベース

釘止め

建　枠

足場板敷

直交クランプ

筋かい

※ネイチャーホール内壁面はポリエチレンフィルムt=0.1にて
　養生すること。

床養生範囲を示す
※床養生：合板t=12＋ポリエチレンフィルムt=0.15敷き

※現場溶接作業を行うので、足場板全面に
　火花による火災を防止するよう溶接用防火シートを敷くこと。
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19,980 1,950

1,355 4,915

工事名称

図面名称

縮　　尺 図面番号

図面サイズ：Ａ２

令和　元年度

1：100

事
計
設

務
所

（　　　枚の内）

(一財)大阪建築技術協会

No.　10 10

地方独立行政法人大阪市博物館機構

特 記 事 項

・本図は別途建築工事の仮設計画図につき、本工事の施工に伴う参考図とする。

・仮設足場(別途建築工事)は本工事でも使用する。

・機器及び資材等の搬入は仮設計画図の搬入経路を遵守し、施設管理者及び監督職員と協議のうえ搬入計画書を作成

　し行うこと。

仮設計画図（２）[参考図]
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